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1は じ め に
情報 システ ムの戦略 的活用が重要視 され るにつれて,企 業 におけ る情報技術 ない し情報 システム
の
へ の投資 は この数年増 大 の一途 をた どって きた。 しか し,わ が 国では周知 の ように,バ ブル経済 の
崩壊 に よる景気 の後退 ない し停滞 のた め,そ れ まで拡大基調 を続け てきた情報技術 ない し情報 シス
テムへ の投 資は 現在の ところ抑制 され てい る傾 向にあ る。1991年11月に実施 された 日本経済新聞社
の調査結果 に よれ ば,主 要大企 業 の約30%が投 資計画 の見直 しをす るとい った投資意欲 の減退傾 向
ゆ
が報 じられていた。これに合わせて情報技術ないし情報システムへの投資にも同様な見直し傾向が
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強 ま ってお り,そ の結果 と して情報技術 ない し情報 システ ムへ の投資計画 の縮小や先 送 りの状況が
現れ て きてい る。
こ うした状況 のなか で,最 近 では ダウ ンサ イジ ングや ア ウ トソー シングな どの問題 が さかんに議
論 されてい る。 その議論 の背景には,増 大 し続け る情報技術 ない し情報 システ ムへ の投資 に対す る
経営者側 の不安 やい らだ ち とい った危機感 が存在す るので あ る。
そ の原因 の1つ と して,情 報技術 ない し情報 システ ムへ の投 資に対す る評価方法 が未 だ に確立 さ
れ ていない ことが考え られ る。つ ま り,情 報 技術ない し情 報 システムへ の投資は,そ の他 の設備投
資 の評価方 法 と同 じ尺度 でそ の採 算性 を測定す ることが困難 なのであ る。 それは,た とえばSISの
構 築 の ように競争優位 を獲 得す るため の戦略的 な情報 システム投資 にな ると,抽 象的 な評 価項 目が
多 くな り,そ の測定が非常 に難 しくな るのであ る。
本稿 の 目的は,、この よ うな問題意識か ら情報技術 ない し情 報 システムへ の投資 に対す る1つ の評
価方法 と して,費 用効果 の視点か ら分析 を行 うこ とである。
H情 報技術(IT)と情報システム投資
1情 報 技 術(IT)・ 情 報 シ ス テ ム の 意 義
こ こ では,次 章 以 下 の 本論 に 入 る ま え に,情 報 技 術(IT:以 下ITと す る)と 情 報 シス テ ム の意
義 な い し概 念 につ い て 整 理 して お くこ とに した い。 ・
まずIT(informationtechnology)の概 念 につ い ては,未 だ意 見 は 一一i致してい な い。ITの 概
念 は 当初MISと 同義 で あ った が,し か し,し だ い にITよ りもむ しろIS(情 報 シス テ ム)の 用 語
が広 く用 い られ る よ うに な った 。 と ころ が最 近 で は,ITの 用 語 がMISやISを 含 む か な り広 い 意 味
で 用 い られ てい る。 した が って,ITの 概 念 は,徐 々に広 義 に 解 釈 され る よ うに な っ て きた とい え
る。
ワイ ル(P.Wei11)によれ ば,ITと は,組 織 に お け る業 務,経 営 管 理,分 析,お よび意 思 決定
な ど の機 能 を支 援 す る た め の情 報 を 提 供 す る統 合 コーー ザ ー ・マ シ ン ・シ ス テ ム を と ら え る包 括 的 な
用 語 で あ る と され て い る。 この シ ス テ ム には,コ ン ピ ュー タ の ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェ ア,お よ
び 通 信 装 置,そ して ま た,い うまで も な くマ ニ ュアル な 手 続,分 析 のた め の モ デ ル,計 画 設 定,コ
ン トロール,お よび意 思 決 定,さ らに デ ー タベ ー ス な どが 含 まれ る とい う 〔28:P・6〕。
この よ うに ワイ ルは,ITの 普 及 や 組 織 に おけ るITの 分 散 化 を 考 慮 して,広 い概 念 規 定 を採 用 し
て い・る。
彼 のIT概 念 に 含 まれ るの は,そ れ が 集 中処 理 の形 態 で あれ,分 散 処 理 の 形 態 で あれ,ハ ー ドウ
ェア,ソ フ トウ ェア,デ ー タ通 信 装 置,電 話,フ ァク シ ミ リ,お よびITに 専従 の 人 員(IT関 連 の
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人 的 資 源)で あ る 〔28:p.6〕。 一一方,,ITから除 外 され る の は,製 品 の 生 産 に 用 い られ る装 置 に 組
み込 まれ て い るITで あ る。 た とえ ば,NC工 作 機 械,工 程 制 御 マ イ ク ロ プ ロセ ッサiあ るい は,そ
の 他 の 生 産 設 備 能 力 な ど であ る 〔28:p.6〕。
ワイ ル の こ の概 念 規 定 に お い て は,主 と して情 報 を管 理 す る 目的 で利 用 され るITは,彼 のITの
概 念 に含 まれ る こ とに な る。 た とえ ば,ネ ッ トワ ー ク ・シス テ ム が彼 のITの 概 念 に 含 まれ る。 そ
れ に対 して,販 売 目的 の製 品 を 直 接 生 産 す るた め に装 置 に組 み 込 まれ たITは,彼 のITの 概 念 か ら
除 外 され る。 た とえば,NC工 作 機 械 がそ うで あ る。
こ う したITの 概 念 規 定 を行 うワイ ル に よ る と,IT投 資 には,・次 の も のが 含 まれ る。 と くに 判 断
が 困難 な 製 造 領 域 に お い て は,フ レキ シ ブル生 産 シス テ ム(FMS),コ ン ピ ュー タ支 援 生 産 計 画
(ComputerAidedProductionPlanning:CAPP),資材 所 要 量 計 画(MaterialsRequirements
Planning:MRP),ロボ ッ ト工 学 技 術(Robotics),エキ スパ ー ト ・シ ス テ ム(ES),自 動 搬 送 車
(AutomatedGuidedVehicles)・自動 情 報 蓄 積 ・検 索 シス テ ム(AutomatedStorage.andRe-
trievalSystems)などで あ る 〔28:P。3〕。 これ ら の技 術 は,結 局 は す べ てCIMに 統 合 され る こ と
に な る 〔28:p.3〕。
また 同様 に,モ ン ク(P.Monk)もITの 概 念 をか な り広 義 に 規 定 して い る。 彼 の説 明 に よれ ば,
ITと は,2つ の技 術,す なわ ち コ ン ピュ ー タ と遠 隔 通 信 の 技 術 の 集 合 化(convergence)の成 果 で
.あり,自 動 化 された 情 報 の処 理 お よび伝 達 技 術 で あ る。 そ れ は,多 くの身 近 な製 品 や サ ー ビス に み
る こ とが で き る。 つ ま りパ ー ソナ ル ・コ ン ピ ュー タ,電 話,フ ァ ク シ ミ リ,複 写 機,さ らに は,通
信 衛 星,デ ー タ通 信 シス テ ム,.ディ ジ タル ・オ ー デ ィオ 装 置:,ビデ オ ・ ミキ シ ン グ ・シス テ ム な ど
で あ る。 この よ うな技 術 は,オ フ ィス,工 場,化 学 プ ラ ン ト,発 電 所 な どに お け る 自動 化 設 備 を 稼
働 させ た り,あ るい は,航 空機 の 航 空 交 通 管 制 や,鉄 道 お よび 道 路 の交 通 制 御 を 支援 した り,エ ア
・コ ンデ ィシ ョナ ー な ど のた め に 用 い られ て い る。 そ して,一 般 的 な家 庭 用 の電 化 製 品 で さえ も,
現 在 で はITに 含 まれ る と され てい る 〔7:P.21〕。
以 上 の よ うに,ITの 概 念 は か な り広 い意 味 で用 い られ て い る こ とが わ か る。 これ に対 してi情
報 シス テ ムの概 念 も数 多 くの研 究 者 に よ って さ ま ざ まな概 念 規 定 が行 わ れ て い る。 しか しな が ら,
本 稿 では それ らの概 念 規 定 を逐 一 紹 介 し,検 討す る こ とが 目的 で は な い の で,こ こで はr情 報 シス
テ ム ハ ン 戸ブ ック』 に おけ る丁 情 報 シ ステ ム」 の概 念 規定 を 取 り上 げ,明 らか に して お く こ とにす
る。
す な わ ち 『情 報 シス テ ムハ ン ドブ ッ ク』 で は,「 情 報 シス テ ム」 の要 素 と して,.こ れ に 使 わ れ る
コ ンピ ュ ー タ のハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア の他,(1)こ れ らの コ ン ピ ュ ー タの オ ンライ ン な い し
オ フ ライ ン記憶 媒 体 に 記 録 ・蓄積 され て い る デ ー タ(デ ー タ ベ ース),(2)コン ピ ュー タ 以外(印 刷
物,帳 票,図 面,写 真,音 声 記 録 な ど)の 記録 媒 体,こ れ らに 記 録 され て い るデ ー タ,お よび これ
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らの記録 を作成,保 管;移 動,利 用す るため の装置や施 設,(3)電気的 あ るいは光学 的手段に よる
デ ータの伝送(1対1通 信,少 数対少数 の通信,放 送 な ど)に 使われ る装置や施 設,お よび こ こで
移動す るデ ータそ の もの,(4)これ らのそれ ぞれ,のシステ ム要素 を管理 し,あ るいは使用す る組織
・または個人,そ のため の手順,そ のために定 め られた規則 な どを含め る必要 があ ると され て い る
〔5:p.1・47〕Q
この 『情報 システ ムハ ン ドブ ック』 におけ る 「情報 シス テム」 の概 念規定は,別 の表 現をす れば,
情報 とい う人間 活動に深 く絡 み合 った ものを対 象 とす るシステ ムは,そ の機械的 部分だ けを切 り放
して扱 うことが 困難 であ り,上 記 の よ うに全体 を関連 づけて考え るこ とが必要 であ るといえ る。 も
ちろん,ど こまでを1つ のシステ ムと して取 り上げ るかは任意 であ り,上 記 のす べてを 「情報 シス
テム」 の要素 に含めな くて もよい こ とは い うまで もない。 しか し,「情報 シス テム」 を考え る場合
には,(!)コンピュータや周辺 装置 な どの機械 的要素 の他,少 な くとも(2)デー タベ ース と,(3)組
織 ない し個人,を 考慮 に入れ なけれ ばな らない のであ る 〔5:pp.1・47-48〕。
以上,本 稿 では 「IT」の用語 と 「情報 システ ム」 の用語 とを,概 念上 と くに明確 に区別す る必要
が ないか ぎ り同 じ意味 で用い ることにす る。 した が って,同 様 にrlT投 資」 とい う表 現 とr情 報
シス テム投資」お よび 「情報化投資 」 とい う表 現 とは同 じ意味で ある ことを断わ ってお きたい。
2情 報 システム投資の現 状
ワイルは,ア メ リカにおけ る 正T投資 の現状 に関す るい くつか の研究 ない し調査 をま とめてい る。
それ に よれば・1983年の平均IT支 出は・収益 の2%で あ った。 また,企 業 のMIS支 出は,平 均 で
1984年の収益 の1.44%であった。特定 の産 業分野 につい ての研究 では,投 資水準にか な りの差異 が
ある ことが示 されてい る。保険業 の1986年の平均投資は保険料収入 の2%,同 じく小売業 の平均 投
資は収益 の3.2%であ った。 サ ー ビス部 門一一般 では,IT投 資が この10年間で年12%の成 長を続け,
そ の結果,IT投資が1985年では資本金 の15.5%に相 当 してい る。 小規模 な製造業 の研究では,平 均
IT投資は売上 高 の1%で あ った。 製造業全体 では,IT投 資が1985年で資本金 の6%に 相 当 してい
る 〔28:p.1〕。 これ らの数値 は,概 念 の解釈 と数値 の比 較の一 貫性 の点で問題が あ るが,こ れほ ど
の投 資規模は,そ の他の資源へ の投資 と比較 して もか な り重要 であ るといえ る 〔28:p.1〕。 つ ま り,
莫 大 な金額 がIT投 資 に費や されてい るので ある。 ワイ ルは,こ うした状況 を多少皮 肉を こめて次
の よ うな指摘 を行 ってい る。
「莫 大な金額 の資源 がITに 投 資 されてい る。 この投 資 の多 くは,実 質的 な利益 が生 じるとい う
盲 目的な信念 に基づ いて行われ てい る。」〔28:P.2〕
さて,そ れでは次 に,わ が 国におけ る情報 システム投資 の現状が ど うな ってい るかについてみ て
:おくことに しよ う。
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竹村 憲郎教授 は,わ が国に おけ る企業 の情報化 の現状 を1990年版 のr情 報化 白書』 か ら毎年,そ
の ア ンケー ト調査 の結=果を報告 され てい る 〔9:PP.50-67〕。 ここでは,1992年版 『情報 化 白書』 の
同調査報 告に よ って,わ が国におけ る情報 システ ム投資 の現状 を 明らかにす ることに した い 〔10:
pp.57-65〕。
同調査 報告は,大 別 して情報化 の全般的状 況,情 報化投 資の概 況,SISへの取 り組 み,の3つ の
部分か ら構成 され ている。 ア ンケー トの対象 とな った企業iは,東証1部 上 場企 業 を中心 とす る475
社 であ るが,そ の うち回答 企業 は205社(回 収率43.2%)であ る。 同調 査報告 に よれ ば,.1989年度
お よび1990年度 の売上高 に対す る情報化 投資 の割 合は,両 年度 ともその割 合が,「O.5・vl%」と回
答 した企 業が最 も多 く,回 答企業 の約3分 の1で あ る。 続 いて,1989年度 では 「0.2～0.5%」が
26・2%,「1～5%」が22・7傷であ るが,1990年度 では 「1～5%」が29.8%,「0.2～0.5%」が18.5%
であ り順位 が入れ替わ ってい る。 しか も,「1N5%」の割合がか な り大 き くな ってお り,明 らか に
1989年度 よ りも1990年度 の方が情報化投 資は拡大傾 向にあ った こ とがわ か る。 しか し,こ こで注 目
す べ きことは,1991年後半か ら景気 の先 行 き不安 とバ ブル経 済 の崩壊 に よる資金事情 の悪 化に伴い,
情報化投資 がかな り抑制 され て きてい るとい う点 であ る。 と くに銀行,証 券会社 におい ては,過 去
数年 間積極的 な情 報化投資を行 って きたため,各 会社 とも投 資抑制 へ方針転換 してい る とされてい
る。 そ の意味 では,1990年度が投資 の ピー クであ った といえ るか も しれ ない とされ る。 なお,こ の
調査報 告に おけ る情 報化 投資 とは,「人件費,機 械 設備費,消 耗 品費,外 注費 な ど」 と規定 され,
また,投 資 の内訳項 目と しては,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェア,ネ ッ トワー ク,人 的資源,セ キ ュ
リテ ィ対策 な どの項 昌があげ られ てい る。
こ うした状況 に関連 して,た とえば,わ が国の金融機 関におけ る情 報 シス・テ ム投 資の現状 につ い
て簡単にみて お こ う。 わが国 の銀行 では,1980年代後 半か ら第3次 オ ンライ ン ・システ ムの構築が
進 め られたが,と りわけ大 手都 市銀行ではそ の情報 システムの開発 に対 して,1銀 行 あた り500～
1,000億円 もの投資 を行 って きた といわれ てい る。 と くに・ミブルが崩壊す る直前 まで金融機 関 の収
益を支 えて きた資金 ・証券 業務 や国際業務 な どの部門は,情 報 システム化 の重点分野 であ り,外 国
為替や債 券 ・株 式 な どのデ ィー'リングル ームには かな りの投資が行われ た。 しか しなが ら,第3次
オ ンライ ンにおけ るこれ らの膨大 な金額 にのぼ る情報 システム投資 に対 しては,投 資対効 果 の点で
賛否両論 があ り,情報 システ ム投資 の評価尺度 に関す る研究 が待 たれ る ところで ある 〔31:pp.'194
-196〕。
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皿 情報システム投資と情報戦略
1情 報 システム投資 の分類
ワイルは,IT投 資 を次 の3つ のタイ プに分類 し,そ れ ぞれ の投 資 タイプに適 した業績 測定尺度
を用 い る必要があ ると してい る 〔28:PP.25-26〕。 ここでは,そ の分類 につ いて説 明 し,彼 が提案




ワイルに よれば,戦 略 的ITと は,当 該企業 の売上高 を増 大 させ ることに よって シェアを高め,
あ るいは業界におけ る当該企業 の経営方式 を競 うITで あ るとされ る。 た とえば,あ る企業 で販売
部門 のスタ ッフに受注 の リー ドタイ ムの見積 りを可能に させ る コン ピュータ化 された生産 計画 シス
テムを業界 で最初 に海人す る ことが重要 な ので ある。 戦略 的ITは,通 常長期的 な期間 に関係 し,
また,そ の主た る 目的は;当 該企業に競争優位 を提供 す る ことであ る。
情報ITと は,資 源 の取得,仕 事 の構成,人 窮管理 な どのマネ ジメ ン ト・コン トロール に関連す
る戦術的 な計画を支援す るITで あ'り,そして,そ れ は中期的 な期 間に関係す る。情報ITは,換 言
すれ ば,情 報イ ンフラス トラクチ ャーとい うこ とがで きる。,
取引処理ITと は,短 期的 でかな りの量 の繰返 し処理 を伴 うオペ レー シ ョナルな レベルの管理 を
支援す るITで あ る。 た とえば,売 掛金や 買掛金 な どの処理,受 注処理,在 庫 管理 な どの システ ム
が このIT投 資に含まれ る。
この よ うに,IT投 資は3つ のタイ プに分類 され るが,ど の タイ プのITで あれ,そ れぞれ個 々の
ITすなわ ち情報 システ ムは企 業の全社的 な情 報 システムのサブ システムである ことは い うま で も
ない。
他方,山 田文 道氏は,図 「1か ら明 らか な よ うに,情 報化 投資 を次 の4つ の領域 に分類 してい る
〔30:pp.176-181〕。
(1)効率化 の追求 業務 管理 シス テム… …基盤投資
② 業務領域 の拡大 ………市場 戦略 システ ム……市場対応投資
(3)知的生産性 の向上……経営 管理 シス テム……組織革新投 資
(4)新規事業の創 出………新 規事業 システ ム……構 造変革投資
ここで,ω の基盤投 資 には,た とえぽ勘定 系オ ンライ ン ・システ ム(金 融業),グ ロ…バ ル ・ネ
ッ トワー ク ・システ ム(商 社),商 品管理 システ ム(デ パ ー ト,ス ーパ ーな ど),貨物追跡 システム
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業務領域 の拡大;新 規事業の創出対外戦略の展開
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図一1情 報 化 投 資 の4つ の 領 域
出所:山 田文道 ・佐藤正春著r90年代の情報化戦略』コンピュータ ・エージ社,1990年,177頁。
(運送業),受発 注 ・物流管理 システ ム(製 造業)な どが含 まれ るとされ る。 これ らは,い ずれ も競
争 力を維持す るためのイ ン・フラス トラ クチ ャーとな るものであ り,投 資の 目的は効率化 の追求,す
なわ ち コス ト・リーダー シップの確立 と顧 客サー ビスの向上 にあ るのであ る。 なお,図 一1の なか
でユ ーテ ィ リテ ィ ・コス トとは,そ れぞれ の業務 管理 システ ムの構i築・運 用に よって発生す る コス
トの ことであ る。
(2)の市場対応投資は,単 に市場 の変化 に即応す るだけ では な く,も っと攻撃的 な差別化に よって
競争相手 を守勢 に立たせ,競 争 ゲームを コン トロールす る力を獲得す るのが 目的であ るか ら,基 本
的 には先行投資つ ま り先 行優位 が本 旨である とされ る。
(3)の組織革新投資は,エ ン ドユ ーザーの主導 ない し圧 力に よって進 め られ るのが本筋であ るとい
う。
(4)の構造変革投資は,組 織 内に蓄積 された システム ・ノ ウハ ウと技術を凝縮 して,変 化 の拡大 再
生産 につ なげ る最 も戦略的 なプ ロジェク トである とされ る。 しか し,こ の投資は リス クが大 きいの
で,投 資決定は トップ ・マネジ メン トの判断 に よる ところ となる。
この よ うに,基 盤投資,市 場対応投資,組 織革新投資,構 造変革投資は,そ れ ぞれ投 資の性 格が
異 な るので,従 来 の 「省 力効果」 とい った単一 の基準で優先順位を決め るこ とは で きないのであ る。
したが って,投 資 プロジ ェク トの優先順倖 を決定す るのは,ま さに企業 の経営戦略 と一体 とな った
情報戦略 その ものなのであ る。
以上の ように,情 報 システム投資 の分類 については,ワ イルの分類 と山 田文 道玩 の分類を取 り上
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げたが,情 報 技術ない し情 報 システム投資 の性格 に よって分類す る点 は両者 ともよく似 てお り,分
類 として どち らがす ぐれ てい る とい うよ うな ことはい えない。ただ し,山 田文道氏の分類 の方 が,
よ.り詳細 な分類 である と思 われ る。
2情 報 システム投資 と情報戦略 ξの関 係
上述 の よ うに,情 報 システ ム投 資は企 業 の情報 戦略 にお いて きわ めて重要 な問題 となっているが,
その よ うな情報 戦略 は,情 報 戦略の立案において具体化 され ることにな る。 情報戦略 の立案上 のポ
イ ン トは,情 報 ない し情報 システムを企業 の重要成功要 因(criticalsuccessfactor:CSF)と位
置 づけ,全 体 的な経営 戦略 の一環 として情報戦略を検討す る ことが必要 なの であ る 〔17:p.65〕。
斎藤'環 氏 は,そ うした情報戦略立案上 の検討項 目と して次 の諸点をあげ てU;る〔17:pp.65-66〕。
(1)情報 の活用
① 経 営革新や経 営戦略 の実行を支援す る情報 システ ムの構 成
② 情報 に基づ く組織運営体制 の確立
③ 情報資源 の管理運営体制 の確立
④ 効率的かつ効果的 な情報 システ ムの構築
⑤'情 報 活用のための ノウハ ウやイ ンテ リジ ェンスの確立
(2).情報 システムの構成
①'ITの 高度化 の推進.・.
② ハ ー ド・リンケージと ソフ ト・リンケージ との融 合
③ 情 報 シズテムや情報資源管理 のた めの投資額や投 資 ステ ップ
(8)情報 システ ム部門 とLLザ ー部門 との関係
① 情報 システ ム部 門の システ ム企画機 能の重視 とユ ーザ ー部門 の参画
②CIO(情 報統括役 員)の 設置 とCIOに よる情報 関連 の統括
③ ユーザ ー部門 の戦略的期待効果 の大 きい ものか らの開発
この よ うな項 目を十分 に検 討 した うえで,全 体的 な経 営戦略 との整合性 を図 り情報 戦略を立案す
る ことになる。立案 された情報 戦略 は,1つ の戦略 と して独立 して実行す るのではな く,全 体的 な
経営戦略 の一環 として実行 され ることはい うまで もない。 図一2に 示 され てい るよ うに,経 営戦略
と情報戦略 との関係は,計 画,組 織化,行 動,評 価 の企 業活動 におい て表裏一体 とな って経 営戦略
を支援す るのが 情報戦略 であ るといえ る{17:pp.67-68〕。
ところで,ワ イルは,ITの 導入 に よって次の4つ の点 で企業 業績 の改善が期待 され ると して,
ITの導入に よる期待効果 について述べ てい る 〔28:P.5〕。
ω ・市場 におけ るニーズの変化 に対 して 素早 い対応 が可能 とな り,競 争優位 が確保 で きる。
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図一2経 営 戦 略 と情 報 戦 略 と の 関 係
出所:斎 藤 原著r戦略情報 システム入門一 経営革新ゐ推進と情報戦略の展開一…』
東洋書店,1989年,67頁。
{2)よりよい意思 決定を行 うため のタイム リーか つ正確 な情報 が提供 され る。
⑧ 資 本を労務費 と代替す ることに よ って コス トの削減 がで きる。
(4)「範囲 の経 済性(economiesofscope)」が提供 され る。つ ま り企 業は,コ ス トの増大を伴わ
ず に これ まで よ りもは るかに幅広い顧客 の管理 がで きるξ うにな る。
これ らの点は,ITの導入 に よってのみ達成 され るわ けではない し,ま た,と くに この⑧ と(4)は,
そ ういえ るか ど う:かは疑問であ る。 つ ま り,コ ス トの削減や コス トの増 大を伴わない とい う点は,
上述 した よ うに,導 入 され る情報 シス テムのタイプや,導 入 され た情報 システ ムが どの よ うな業務
に利用 され るかに よって異な って くるので,一 概 にそ ういい切 ることはで きないのであ る。あ げた
項 月が少 な く,し か も十分 に検討 され てはいないが,し か し,ワ イルはITの 導入に よる期待効果
を例示 した点は評価 で きるといえ る。
企業 の情報 システ ムへ の投資は,情 報 システムの期待効果 に よって左右 され るが,今 口では,OA
機 器 の発達 に伴 う日常 的な業務処理 システムのス リム化 の方 向 と,SIS構築 に対す る積極 的な経営
資源 の投入 の方 向へ の二 極化 が進 んでい る。 日常的 な業務処理 システムは,パ ソコンやOAツ ール
を利用 したエ ン ドユーザ ー ・コンピューテ ィング(EUC)に よって情報 システ ムの効果 は高 まって
い るが,投 資 に要す るコス トは相対 的に低下 して きてい る。それ に対 して,SIS構築 のための投資
は,投 資 に際 して定量 的 ・定性的な投資効果 の分析 を行 い,プ ロジェク トとして収益性 の見込 みの
高 い もの に対 して優先的 に投資 を行 う傾 向があ る。SIS構築 の投資効果分析に おけ る視点 と して,
定 量的 には機会利益 の創造 と各種経 営指標の改善,定 性的 には経営戦略へ の貢献度が重要 であ るが,
とくに経営戦略へ の貢 献に関 しては,リ ス トラ クチ ャ リングや連携,競 争 力の強化,競 争相 手 との
差 別化な どについ て明確 な 目標 を設定 し,経 営戦略 の実現を支援す る ことが要 求 され る の で あ る
〔18:pp.168-169〕。
斎藤 環氏は,情 報 シス テムの期待効果を定員的 な期待効果 と定性的 な期待効果 に分類 し,表一1
の ような評価基準 を示 してい る。定量 的に抱擁 で きる期待効果 と しては,機 会利益創造,経 営指標
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表一1情 報 シ ス テ ム の 期 待 効 果 と 評 価
出所:斎 藤 環著,前 掲書,'147頁。
改善,コ ス ト削減 な どがあ る。 それ に対 して,定 性 的な期待効果 としては,戦 略実 現,経 営計画実
施,経 営管理 な ど炉あ る。 これ らの期 待効果 の項 口は,導 入 され る情報 システムのタイ シに よらて
異 な って くるが,こ のよ うな期 待効果 を 明 らか に してお くことに よって,情 報 システ ム投 資の意思
決定 に多少 な りとも役立つ と思われ る。 また,そ れ とともに,シ ステ ム構築 の レビュー段 階や シス
テ ム運用後 の評価 のガイ ドライ ンと して も利用す ることが で きるのであ る 〔17:P。148〕。
IV情 報システム投資の測定と評価
1情 報 システム投資 の測定
情報 システ ム投 資を測定 ・評価す るため のす ぐれた基準 は,現 在 のと ころまだ存在 していない。
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情報 システ.ム投資 は,実 際には,た とえば 「売上高 の2%」 とい うよ うな上 限を設け て情報 シス テ
ム関連 の予算 のなか で管理 す る方法 があ るが,し か し,そ れ を一 般的 な基準 とす るわけ には いか な
い。 とい うのは,売 上高な どの数値 は業績 に よって大 き く左右 され るた め,た とえば業績 が伸 びず
売上 高が減少 した よ うな場 合,と くに戦略 的投資 を行 う必要 があ って も予 算上 の制約か ら投資機 会
を逃 して しま う結 果 になる こともあ るので,そ れ を もって決定 的 な基 準 とす るこ'とは で きない ので
あ る。 また,ア ウ トプ ッ トが情報 であ るため,従 来 の設備 投資 におけ る経 済性計算 の手法 をそ のま
ま適 用す ることに も問題があ る。 それは,設 備す なわ ち物 に投 資す る場 合 の価値 の評価 と異 な り,
情報 の価値 の評価は,き わめ て主 観的な判 断 にな って しま うか らであ る。
さて,情 報 システム投資 の測定 や評価に関す る研究 は これ まで数多 く行われて い るが,し か し従
来あ研究 では,情 報 システム投 資 と企 業業績 との関係が十 分解 明され て こなか った といえ る。 ワイ
ルは この点に着 目し,IT投 資 の効果 の測定を企業業績 との関係 にお いて考察 してい る。 彼 め研究
は,IT投 資の メカニズムの理解を助 け るモデルを提案 し,IT投 資 と企業業績 との関係につい て製
造領域 におけ る当該 モデルの経験 的 テス .トの結果 を分析 し,結 論 を導 きだ してい る。
ワイルに よれば,従 来 の研究 におけ る問題点は,次 の3点 に ま とめ ることが でき る 〔28:p.20〕。
(1)すべての企業は,同 じ程度 の成功 を伴 ってIT投 資が生産的 出力 に転換 され ると仮定 して い
る こと。
(2)すべ てのIT投 資は,等 しく取 り扱われ てい るこ と。
(3)投資 と業績測 定 との タイ ム ・ラ グが無視 されてい るこ と。
これ らの点は,情 報 システ ム投資 の測定や評価 を行 う場合,十 分に考慮 しなけれ ばな らない問題
である といえ よ う。
また他方,山 田文 道氏は,最 近 にな って投 資効 果 の把握 が困難 にな って きた理 由 と して,次 の3
点をあげてい る 〔30:p.181〕。
ω 単純 に省 力化に換算で きる よ うな定量的 な効果か ら,定 性 的な効果 に質が 変化 して きた。
(2)競争 力を維持 してい く うえで不可避 な防衛 的投資 も少 な くな く,当 面 の投資効 果は劣後 にさ
れ る場 合があ る。
(3)システムの効果は,最 終的 には競争優位 に集約 され てい くよ うな複合的 な効果 であ る。個別
シス テムの効果 に とらわれ る と,判 断 を誤 る場合があ る。
確 かに この よ うな理 由で投資効果 の把握 が困難 に なって きている とはいえ,何 の測定 ・評価尺度
も持 ちえ ない とすれば,年 々増大す る情報 シス テム投資を どれだ け の予算:で,どの よ うな順 位づ け
で決めれば よいか の 目標が立た な くな るのであ る 〔30:p.181〕。
ところで,情 報 システムに どの くらいの金 額を投資す るか につ いて の意思決定 は複雑 であ り,し
たが って,企 業 で用い られ る資 本 と労務費 との ミックスに関す る全 社的 な意思決定 が要求 され る こ
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とに なる。 一般 に設備投資 の意思決定では,通 常ROIな どの手法を用いて プ ロジェ ク トご と に経
済性計算が行わ れ る。 しか しワイルに よると,こ れ に対 して情報 システムへ の投資は,次 の2つ の
理 由に よ.ってROIで 評価す ることは難 しい とされ る 〔28:P.5〕。
(1)IT投資が と りわけ戦略的な 日的 のために行われた場合,収 益 の流れ(収 益獲得 までの流れ)
を測定す るのは非常 に困難 であ る。 したが って,意 味のあ るROIの計 算は難 しい。
(2).ITへ の投資は組織 全体にわた って広が る傾 向が あ り,そ のため,投 資の効果 は,い くつか
の異 な ったITへ の投 資 プ ロジ ェク トの間の相互 作用の結果 に よって判断 しなければな ら な い。
この よ うな こ とか ら,ワイルはIT投 資 の効果 を測定す る場合,プ ロジェク トごとのIT投 資 の効
果 を測定す るのでは な く・IT投 資 と業績 との関係を測摩す る全社的 なアブP一 チを とる こ と が 望
ま しい としてい る。
図一3は,ワ イルに よるIT投 資 と組織業績 との関 係を示 した ものであ るが,こ のなか で入力はIT
投資 の水準を示す尺度 であ り,出 力は当該分析単 位の業績の尺度 であ る。
入 力
ITへの投資









注:筆 者 が 部 分 的 に 補 足 し た 。
2情 報 シ ス テ ム 投 資 の 測 定 手 法
宮 俊一 郎 教 授 は,一 般 の設 備 投 資 に おけ る測 定 尺 度 す なわ ち採 算 性判 定 の尺 度 を表 一2に 示 す
よ うに 簡 潔 に ま とめ て い る。 この表 で は,次 の7つ の尺 度が6つ の点 で 比 較 され て い る 〔6:PP.94
-95〕。
(1)正味 現 在 価 値(netpresentvalue:NPV)
(2)'正味 終 価(netterminalvalue:NTV)
(3)正味 年 価(netannuityvalue:NAV)
(4)内部 利 益 率(internalrateoffeturn;IRR)
(5)収益 性 指 数(profitabilityindex:PI)
(6)会計上 の投 資 利 益 率(returnollinvestment:ROI)
(7)回収 期 間(payback、period:PBP)
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の判断 が行お れてい るか とい うζとを 明 らか にす る ことが 口的であ る。 したが って,こ こで設備投
資 の操 錬性分析 を詳 細に検 討す るこ とは しない。 表一2に よ6て,7つ の測定尺度 の特徴が よく理
解 で きるであろ う。
宮 俊一郎教授は,こ れ らの測 定尺度の優劣を判断す る際に,次 の よ うな条件 を備 えていなけれ
ぽ な らない として興味深い基準 を示 されてい るので,こ こではそれだ けを明 らか に して お きた い
〔6:pp.79-L86,p.171〕o
(1)目的適合性(妥 当性,操 作 性,汎 用性)
〈2)現実照応性.
(3)扱いやす さ(親 近性,平 明性,簡 便 性)
(4)追跡 可能性
さて,情 報 システ ム投 資におけ る投資効果 の測定手法 と'して 最 も簡便 な方法 は,費 用効果 分析
　
(cost-benefitana董ysis)であ る。 つ ま り,費 用 効 果 分 析 に お い て は,あ る投 資 プ ロ ジ ェ ク ト'に要 す
る費 用(コ ス ト)と そ の投 資 に よ って え られ る効 果(ベ ネ フ ィ ッ ト)と を測 定 ・比 較 し,代 替 案 の
採否 あるいは優先順位 を明 らかにす るのであ る。 しか し,そ こで問題 となるのは,コ ス 奇の測牢 に
比べて ベネ フィッ トの測定が非常 に難 しい とい うこ とであ る。 それは,換 言すれば,情 報 システ ム
へ の投資か らえ られ る効果す なわ ちベ ネフ ィッ トを どの よ うに して測定 ・評価す るか,、そ して,そ
の尺度 は何 を用いれ ば よいか とい う問題 であ る。
そ'のよ うな投資効果 につ いて 『情報 シス テムハ ン ドブ ック』 に よれば,情 報 システムの導入効果
を直接 効果'と間接効果 に分類 し,図 一4の よ うな項 目をあげてい る。 この図の なか で,直 接効果は
定量的 効果 であ り,間 接効果 は定 性的効果 であると され る 〔5:p.1・51〕。























































図一4情 報 シ ス テ ム 導 入 の 効 果
出所:情 報 システムハ ン ドブック編集委員会編 『情報 システムハ ン ドブック』培風蝕,1989年,1・51頁。





















































委託費,会 議費,旅 費,資 料代など
システム設計にかかわる人件費,外 注費,委 託費,会 合費など
ハ ードウェア機器の導入 ・設置に関する費用 二
機器購入費,運 搬費,設 置場所改造費,電 源空調工事費など
ソフ トウェアの開発 ・購入等,導 入にかかわる費用:
ソフ トウェア開発にかかわる人件費,.外注費,委 託費など
ソフ トウェア購入費,技 術指導費,研 修教育費,資 料代など










ハ ー ドウェア機器のレンタル料 り一ス料,機 器の保守料金,通
信回線料金など
ソフ トウェアの使用料,保 守費用など
紙 カ ード,印 刷用紙,磁 気テ ープ,フ ロッピィディスク,そ の
他の 入出力媒体等,消 耗 品の費用
情報システムの運用に関するその他の費用
表一3情 報 シ ス テ ム の コ ス ト
出所:情 報 システムハ ン ドブ ック編集委員会編,前 掲書,1・52頁。
築 の コス トと情 報 シス テ ム運 用 の コス トに分 類 し,表 一3の よ うな:項目を あ げ て い る。
そ して,こ れ らの情 報 シス テ ムの 導 入 効 果 と情 報 シズ テ ム ・コス トに よっ て,投 資 効 果 を 測定 す
る モ デ ルは 次 の式 で 表 す こ とが で き る と され て い る 〔5:p.1・52〕。
欄 システムの投酬 果一一綴 賢 鵠 濃 嬰 トー (1)
一瀦 砺 ム鷺甥 婆弊 辮1懲 嬰 運用の。ス「(2)
この② 式の分子の項 目は,直 接効果 と して直接的 に金額猿 舞 され るか,時 間節減 と して人件費に
換算 され る。分 母の項 目については,情 報 システ ム構築 の コス トは投資的 な性 格を もってい るのに
対 して,情 報 システ ム運用の コス トは経費的 な性格 を もってい るため,次 の式 を用 いて投 資 の回収
期 間を評価す ることも重要であ ると してい る 〔5:p.1・52〕。
投 資 回 収 期 間一瀦 鋸 講 輪 鎌(籔(3)
この 『情報 システムハ ン ドブ ック』 におけ る投資効果 の測定 モデルは,費 用便益分析 ない し費用
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効果分析 の基 本的な モデル であ る。実用的 であ り,と りわけ情報 システ ムの導 入効果 の分類 が,よ
く整理 され てい る と思われ る。
一方,ワ イルは,IT投 資 の業績測定尺度 として,す でに 明らかに した彼 の情報 シスデ ム投資 の
分類 に したがい,次 の3つ のタイ プに分類 してい る 〔28:PP.103-104〕〔29:PP.14-15〕。
(1)戦略 的IT… ……売上 高成長率
(2)情報IT会 計 上 の投資利益率(returnonassets:ROA)
(3)取引処理IT……労働生産 性
ワイル の業績測定尺度 も興 味深い ものであ るが,彼 自身 研究結果 の分析 のなかで,部 分的では あ
るけれ ど も予想 に反す る結果 が でた ことを指摘 してい る 〔28:pp.110-111〕。 したが って,こ れ ら
の測定 尺度は,彼 のゴ 連 の研 究 において と りあえず導 きだ した結論であ る と考 えた方 が よい よ うで
ある。
次に,IJ1田文 道氏は,前 述 した情報 システ,A投資の分類 に した が って,情 報 システム投資 の評価
尺度を 次の4つ の タイ プに分類 してい る 〔30:p.184〕。
(1)基盤投資 範 囲の経 済性
(2)市場対応投 資……収益増 効果
(3)組織 革新 投資 ……省時間 効果
(4)構造 変革 投資… …機 会収益効果
これ らの評価 尺度につい て,山 田文道氏 は大 要次 の ように説 明 され てい る 〔30:PP.184-186〕。
(1)の基盤投資 の 目的は,競 争 力を維持す るための効率化 の追求 にあ るので,投 資は原価 削減 効果
に よって評価 され るのが本筋 であ る。 しか し,省 力効果が測定 で きる ものは少 な くな ってきた ため,
む しろ新 しい業務 の展開 に対 してイ ンフラ機 能を提供す る とい った 「範囲の経済性」が作用 し始め
た。 た とえぽ,ネ ッ トワー クの整備は複数 の業務展開 に多重利用 され る。 基盤投資 の効果 は,直 接,
間接 に組織 全体にわた るか ら,そ の費用は ユ ーテ ィ リテ ィ ・コス トとみ ることが で きる。 ただ し,
このユ ーテ ィ リテ ィ ・コス トは,範 囲の経済 性 に よって加速度的 に低 減 してい くことが期待 され る。
しか しなが ら,実 務上 問題 とな るのは,基 盤 投資を意思決定す る段階 で範囲 の経済性を予測す るこ
とが困難 な ことで ある。 したが って,基 盤 投資は範囲 の経済 性が期待 しうる とい うのが大前提 で,
そ の規 模 については,当 該年度 の投資負担 のみ な らず,構 築期 間を通 じた投資計画 と運用経費 負担
を中 ・長期 の財務計画 に織 り込 み,そ のなかで全体規模 の妥 当性 を検 討すべ きである。 また,範 囲
の経 済性 が期待 しえない システムは,利 用部門 の個別 プロジェク トと して検討 した方 が よい のであ
る。
(2)の市場対応投 資の 目的は,市 場競 争におけ る差別化 であ る。 差別化は,具 体的には取 引量 の増
大 あ るいは シェアの向上 と して表れ るか ら,増 分収益(た だ し,実 際の算定 には前提条件付 きの工
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夫 が必 要であるが)と 投 資 とを対比 させたROIが 評価尺度 として考 え られ る。ROIが どの程度 の
水準 であれば よいかは一概に いえ ないが,シ ステ ム ・ライ フは予想外に短 い ことを考慮 に入れて,
投資 の短期 回収 を重視すべ きであろ う。投資 の相 当部分を ソフ ト開発費が占め ると思わ れ るが,開
発 期間を短縮す る要請は ます ます強 まることにな る。 また,恒 常的に発 生す るメ ンテナ ンス費用 も
考慮 に入れてお く必要があ る。 さらに,投 資 の回収 に長期 間を要す る場 合には,原 点 に立ち戻 って
再 検討すべ きであろ う。情報化投 資 も設 備投資 と同様 に,財 務 の健全性維 持 の観点か らチ ェックさ
れて然 るべ きであ る。市場対応投 資か ら発生す る諸 費規は,当 該収益 部門が負担す る部門 コス トで
あ る。
(3)の組織革新投資 の 目的 は,増 力化,知 的生産性 の向上で ある。投資効果は,一;一般に定性的で あ
るため説得 力のあ る説 明が難 しい。 しば しば 「業務 の質 の向上」が あげ られ る。た とえば,コ ンピ
ュータ ・シ ミュ レー シ ョンに よって人手では不可能 な多角的 な予 測が 可能に な るとか,エ キスパ ー
ト・システ ムに よって未熟練 者の スキルが補完 され る,と い った ことであ る。 その よ うな定性的 な
効果は 当然 の ことと して,投 資効果 の注記程度に と どめ てお く方が よい。 ここで重要 なことは,知
的生産性 の向上を 「省時 間」 で測定で きないか とい うことであ る。 トータル ・サイ クル ・タイムの
短縮 に どの くらい貢 献で きるかを尺度 として評価す るのであ る。 時間の節約 が もた らす付加価値効
果は重 要であ る。見込 まれ る総省時間を投資額 と対比 してみ る と,有 益 な経営管理指標が え られ る
か も しれない。組織 革新投資か ら発生す る諸費用は,当 該管理 部門が負担す る部 門 コス トであ る。'
(4)の構造変革投資の 目的は,新 規事業 を創 出 して変化の拡大再 生産 を行 うことであ る。投 資効果
は,ト ヅプ ・マ ネジメ ン トの判断 に よって獲 得 した機 会収益 であ る。投 資効果を検討す る場 合には,
将来 の リス ク負担 能力が問趙 にな るが,大 企業 のVAN構 築やNCC(新 規第1種 通信事業者)へ の
進 出 にみ られ る よ うに,当 面 の採算 を度外視 した廓 業展開は,一 般 の特報化投資 とは評価の次元 を
異にす る。
山 田文道氏 の この評価尺度 の分類は,実 務をふ まえた鋭 い視点か ら検 討 され てお り,説 得 力のあ
るす ぐれた尺度 であ る と思われ る。 い うまで もな く,情 報 シス テムの投 資効果の測 定 ・評価の問題
は,'ぎわめて難 しい問題 であ り,し か もこの問題 が重要視 され て きた のはつ い最近 の ことであ る。
したが って,今 後,試 行錯誤 を繰 り返 してい ってす ぐれた測定 ・評価 尺度を作 り上げてい く努力が
必要 とされ る。 山 田文道民 に よる上 記の評価尺度 の説 明のなかで も,ま だ試案 と しての提 案であ る
よ うに読み取れ るので ある。
他方,情 報経済学的 アプ ローチに よれ ば,投 資効果 の測定 の問題 を情報 価値 の測定 の視点か ら検
討す ることが可能 である。 い うまで もな く,情 報 の量的尺度 を取 り扱 う情報理論 においては,情 報
は不確実性を減少 させ る もの として把握 され,そ の不確実性 は情報 量の測定 尺度であ るエ ン トロピ
ーに よって測定 され る 〔3:PP.7-10〕。 しか し,エ ン トロピーの概 念は,情 報の二照1を測定す る場 合
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には重要 な尺度 にな るが,情 報 の価値 を測定す る場合 には 有用な尺 度 と は な らな い 〔11:PP.33-
35〕。そ こで,情 報 価値(informationvalue)の測定 の問題は 次の よ うに考 える ことがで きる。
まず,あ る情報 の価 値は,当 該情 報が存在す る場 合の期待 価値 とそれが存 在 しない場合 の期 待価
値 との差額 として求め られ る。 そ して,こ の期待価値 の差額か らそ の情報 を入手す るのに要 した コ
ス トを控除す ることに よって情報 の純価値 が算定 され る。 こ うして求め られた もの は,「情報 の経
済価値」 といわれ る 〔24:pp.155-156〕。
この よ うな情報 の経済価 値を測定す るのは,情 報 の有無が,代 替案 の選 択 に関す る意 思決定 に著
しい影響を与 え,そ の結果 として期 待価値 に変化が 生 じるか らであ る。 しか し,情 報 の価値 とコス
トを測定す るこ とは,と くに貨幣額 で統一 的に測定す ることは,現 実には きわめ て困難 である。
とは いえ,情 報 の価 値 とコス トとの関係 は,個 々の情報 ない し情報 システ ムの正確性,適 時 性,
完全性,目 的適 合性 な どの さま・ざ まな要素 に依存す る。 ここで,こ の よ うな諸 要素を総合 した 基準
として,情 報 の 「質 」 とい う尺 度を用 い ることにす る。 情報 の質が高 まるにつれて,情 報 ない し情
報 システ ムの価値 と コス トも増大 す る。 また その場 合,情 報 ない し情報 システムの価値 と コス トと
の関係は,ト レー ドオ'フの関 係にあ る。 とすれ ば,そ の価値か ら コス トを控除 した差額 であ る純 価
値が最大 にな る ような方 法で,'情報 システ ムを構 築す る ことが合理的 であ りシそ うす ることに よっ
て質 の高い情報 がえ られ る。換 言すれ ば,情 報 システムの最適化は,情 報 の質 の向上 に よる限界価
値 が,そ れ に要す る限界費 用 と等 しくなる点 で達成 され るのである 〔23:PP.104-106〕。 この関係

















ノ・'.1最 適 な シス テ ム
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情 報 の 質
図 一5情 報 の 価 値 お よ び コ ス トと 情 報 の 質
出 所:Emery,」.C.,Managementlnfor}nationSystems:TheCriticalStratessicResource,
NewYork,Oxford:OxfordUniversityPress,1987,p.212.
注:筆 者 が 部 分 的 に 修 正 し た 。
以上,情 報 システ ム投資 の測定手法 と して4つ の見解 を取 り上 げ,概 観 してきた が,前 述 の よ う
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に情報 システムの投資 効果 の測定 ・評価 の問題 は,ま だ緒 についたばか りであ るといえる。 したが
って,投 資効果 の決定的 な測定 ・評価 モデルを示 す よ うな ことは まだで きる段階 では ない。.本稿で
ほ,4っ の見解 を 明 らかに し,若 干 の指摘を行 った とこ.うまでで とどめてお きた い。
3情 報 システム投 資の有効性評価
ワイルは,IT投 資 と組織業績 との関係 につ いて図一・6に示 す概 念 モデルを明 らかに してい る。 彼
は この図 のなかで,新 しい コンセプ トとして 「有効性 の転換(conversioneffectiveness)」とい う
概念 を示 してい る。 有効性 の転換 とは,組 織全体 の管理 の質 とITへ の信頼 と して考 えることがで
きる とされ る。 つ ま り,IT投 資 と組織業績 との関係は,企 業の有効 性転換 に よって調整 され ると
い う。IT投 資を有 効 に転換す る企 業は,有 効性転換 の低 い企業 よ りも,よ り強い投資 と業績 とめ
関係 があ るとい うのであ る〔28:PP.26-27〕。1
ワイルは,有 効 性 の転換を高 め るには,次 の4つ の要素が 求め られ るとして い る 〔28:PP.26-
28〕。
(DITに 対す る トップ ・マネ ジメ ン トの信頼・
(2)ITについて の経験



















図一61丁 投奪 と組 織業 績 との 関係 を 示 すモ デ ル
出所:Weill,P.,op.cit.,P.23.
注:筆 者 が部 分 的 に 補足 した。
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(3>システ ムについての ユーザーの満足度
(4)組織 の安定 した政 治的環境
ITに対す る トップ ・マネジ メン トの信頼は,IT投資 とITの稼働 を成功 させ るため の重要かつ不
可 欠な要素 であ る。IT投 資 に対す る トップ ・マネ ジメ ン トの強い支持がえ られ るな らば,よ りす
ぐれた有効性転換 が可能 とな り,同 時 にす ぐれた業 績を達成す ることにつ なが るのであ る。
ITについて の経験 は,有 効性転換 におけ る不可欠 な要素 となる。 情報 システムについて よ り多
くの経験 を もつ企業は,潜 在的な投資 リス クを認識 してお・り,ま た,ど の よ うなITが実現 で きる
かの現実的 な期 待を もってい る。
システムについて のユーザーの満足度 も,有 効性転換 の不可欠 な ものであ る。仮 にユ ーザーが,
提 供 された システムに非常 に不満足 であ・るな らば,'IT投資 を生産的 出力に転換す る こ とは困難 に
なるであろ う。
組織 の安定 した政 治的環境 は,き わめて重要な要 素であ る。 内部環境において政治的 に乱 れのあ
る企業は,よ り安定 した企業 よ りも低い有効 性転換 しかえ られ ない傾 向があ る。
従来,企 業 の情報 システムの業績は,た とえば 「ユーザーの満足 度」,「システ ムの利用度」,「シ
ステムの成 功」,「システ ムの有効性」,「シス テムの質」,「シス テムの革新性」 な どとい った 主観的
(直観的)な 尺度で測定 され ている 〔28:p.29〕。
それに対 して ワイルのモデルは,IT投 資 の測定を組織業績 と結びつけ て考え るわけ で あ る が,
しか し,い うまで もな く組織業績 は産 業や経 済上の多 くの要素に よって影響 され る。た とえば,当
該産 業が成長 してい るか,衰 退 してい るか,あ るいは経済が上 昇 してい るか,下 降 してい るか とい
うことは,組 織業績 に著 しい影響 を与 え る。 とはいえ,IT投 資が有効 に転換 され るならば,い く
つか の点 で組織業績 に反映 され るはずであ る。た とえば,原 価削減,業 務 の効 率化,正 確 かつ タイ
ム リーな情報 の提供,競 争優位 の提供 な どのIT投 資か らえ られ るベネ フィッ トが顕在化す るの で
あ る。 しか し,こ れ らのベネ フ ィッ トは,組 織業績 に反映 され るまでには数年 かか ると考 え られ る。
した が って,ワ イルのモデルには,IT投 資 と組織 業績 との関 係においてタイ ム ・ラグが存在 す る
のである。
ワイルは・ このタイム ・ラグの長 さにつ いて言及 しているが,そ れはIT投 資の タイプに よって
異 な ると してい る 〔28:p.30〕。す なわ ち,戦 略的ITは,長 期 的(3～5年)な業績に効果 を及ぼ し,
情報ITは,中 期的(1～3年)な 業績 に効果 を及ぼす。 それに対 して,取 引処理ITの 効果は,短
期的(1年)に な るとす る。
以上の よ うな ワイル の有効性 の転換 とい う概念は,IT投 資 と組織 業績 との 関 係を示す モデル に
おいて,IT投 資 とい うイ ンプ ッ トが組織業績 とい うアウ トプ ッ トに転換 されて い くプ ロセスを 説
明 した ものであ り,説 得力のあ る ものであ る といえ よう。
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なお,情 報 システム投資 の有効性 ない し効果の測定 ・評価の問題は,組 織有 効性(organizationa璽
effectiveness)の測定 ・評価 の問題 と密接かつ重要 な関 係があ る。 本稿 では,こ の問題は紙幅 の制
約 か ら割愛す るが,情 報 システム投資の有効性ない し効果 は,究 極的には組織有効性 の向上 に貢献
す る ものでなければ ならない のであ る 〔25:pp.68-71〕。
Vむ す び
以上 の よ うに,わ れわれは,情 報 システム投 資の費用効果について若干 の考察 を行 って きた。す
でに述べた よ うに,こ の問題,と りわけ情報 システムの投資効果 の測定6評 価 の問題ぽ,そ の研究
が まだ緒 についたばか りであ ると同時 に,き わめ て難 しい問題 である といえ る。 そのため,現 段階
では投資効果 の決定的 な測定 ・評価 モデルを示す ことは まだ で きない。 しか も,情 報 システム投資
の有効性 ない し効果 の測定'評 価 の問題は,組 織有効性 の測定 ・評価 の問題 と密接 かつ重要 な関係
があ る と考え られ るのである。 した が って,そ れ らの残 された 多 くの課題 は,筆 者の今後 の課題 に
したい と考 えてい る。
注(1)日 本経済新聞社 の調査に よれば,企 業 が コンピュータ,通 信,ソ フ ト開発など に撲 じる情報化投資 は,
1988年度は約16兆円で,民 間設備投資額全体 の約25%に達す るとされてい る。 日:本経済新聞1989年2月20
日付,お よび参考文 献 〔30〕187頁.
(2》Fl本経済新聞1991年11月13日付。
'
(3)cost-benefitanalysisは,通常 「費用便益分析」 と訳 されてい るが,こ れ と似た概念で 「費 用効果分析
(費用有効度分析:cost-effectivenessanalysis)」とい う用語があ る。 費 用便益分析は,便 益す なわ ち効
果が貨幣 価値で測定 され る場合に用い られ,費 用効果分析は,効=果が貨幣価値以外の もので測定 され る場
合に用いられ るとされ てい る。 しか し,両 者の用語 の区別は必ず しも厳密 をこは撫 されてい ない。 この両者
の用語をあわせて,費 用効果分析 とい う場合 もある。本稿 では,cost-benefitanalysisをこの広義 の意味
で用い ることにす る。
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